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実践報告 
 
特別支援教育の視点に立った校内支援体制の構築と効果的な運用 
－特別支援教育コーディネーターを中心にした学級担任への支援の方策を探る－ 
 
川浪 博文*  
 
１．問題と目的 
１－１．課題設定の理由 
文部科学省の調査（2012）によると，通常学級に在籍している児童生徒の約 6.5％は特別な支援が必
要であるという結果が出ている。診断名はないものの学校での生活や学習で何らかのつまずきややり
にくさを感じている児童生徒も少なくない。これまでに経験した一例を挙げると，在籍児童が 40 名の
学級で，LD・ADHD 等通級指導教室（以下，通級指導教室）に通っている児童及び発達障害の疑いの
ある児童が 5 名程度いた。加えて，交流教育により特別支援学級在籍の児童 3 名が，国語と算数以外
の教科を一緒に学習していた。このような状況下で，児童それぞれに個別の配慮をしながら学級担任
一人で指導・支援していくことには相当な困難を要していた。校内では学級担任を支援するために，
特別支援教育コーディネーター（以下，コーディネーター）の指名や支援体制の整備は進んでいるも
のの，実際に学級担任が支援方法について相談したり助言を受けたりする機会は少なかった。さらに，
支援が必要な児童それぞれに個別の指導計画を作成しているが，学級担任一人で有効な支援方法を考
えることや日々の支援を継続して行っていくことは難しい。また，時間をかけて作成した指導計画通
りに進んでいかないことに対する葛藤を抱えながら過ごすことも少なくなかった。校内支援体制とい
うシステムはあるが，学級担任をチームとして支えていくための機能を果たすという点においては，
今後まだまだ改善が必要であると考えられる。 
今後も特別な支援を必要とする児童を含め，学級全員の児童の学習を保証するために，学級担任は
日々継続して取り組むことのできる支援を行っていかなければならない。このような学級担任をチー
ムとして支えるための一視点として，校内支援体制の見直しや再構築が考えられる。そこで，よりよ
い校内支援体制の構築に向けた方策や，コーディネーターの立場で行うことのできる支援の方策を探
り，実践していきたいと考え，このテーマを設定した。 
 
１－２．特別支援教育に関わる校内支援体制の動向 
2007 年 4 月から特別支援教育が実施され，通常の学級に在籍する発達障害のある児童への個別の指
導・支援が求められるようになった。これにより，校内委員会の設置やコーディネーターの指名とい
った校内支援体制の整備が進められてきた。また，2016 年 4 月から「障害者差別解消法」が施行され，
インクルーシブ教育システム構築のための「合理的配慮」とその基盤となる「基礎的環境整備」への
対応が必要となり，小・中・高等学校において特別支援教育が果たす役割がますます大きくなってい
ると思われる。しかし，課題として赤嶺・緒方（2009）は『「校内委員会の設置」といったいわゆる支
援体制の「形式」的な面は出来つつあるが，一方で運営方法や協議内容などの「質」的な面に関して
みれば未だ大きな課題を抱えている』と指摘している。校内支援体制の質的課題を解決するための視
点として，酒井・野崎（2014）は「校内支援体制において効果ありとされたものは，教職員間の協力，
共通理解，発達障害児への個別対応，専門家・専門機関との連携，保護者への支援と連携，居場所・
環境づくりに分類」されると述べている。さらに，井上・窪島(2009)は，学級担任への適切な支援の在
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り方として「（特別な支援が必要な）対象児とまわりをつなぐ支援」「授業・学習への支援」「逸脱行動，
トラブル対処への支援」「保護者対応への支援」の 4 つの因子を明らかにしている。このような視点や
因子を踏まえて，校内支援体制の構築に向けた取り組みを行っていかなければならない。 
 
１－３．実践校の現状と課題 
実践校はＡ市の公立小学校で，通常学級と特別支援学級あわせて 25 学級を超える大規模校である。
特別支援学級の児童だけでなく，通常学級にも特別な支援が必要な児童がいるが，その把握が難しい
という現状である。 
 
１－４．本研究の目的 
本研究では，学級担任をチームとして支えることが，特別な支援が必要な児童の困難さを改善して
いくことにつながるという視点から，校内の支援体制をどのように整備していけばよいかを明らかに
することを目的としている。また，コーディネーターとして，支援が必要な児童への個別の支援を行
っていくことを通して，学級担任とコーディネーター，保護者等がどのように連携していけばよいか
も明らかにしていきたい。 
 
２．校内支援体制に関する実践 
２－１．個別の教育支援計画，個別の指導計画に関して 
担任名や児童名など，複数のシートに同じことを何度も記入しないといけない煩雑さを解消するた
めに，表紙のシートに記入した内容が他のシートに反映されるようにした点，毎年作成していた個別
の教育支援計画（Ａ4 判合計 2 枚）を 1 枚目は 6 年間継続して使用するものにし，変更があったとき
にのみ修正を加えていく様式にした点など，学級担任が作成する際の負担を軽減するための工夫を行
った。個別の教育支援計画については，来年度からは保護者に開示し，一緒に作成していくことを念
頭に置いたものとした。また，昨年度末に学級担任で個別の教育支援計画を作成し，新年度の担任に
引き継ぐこととした。（表 1，表 2 参照） 
 
表 1 個別の教育支援計画各シートの説明 
シート名 内容，記入の仕方等 
表紙（図 1） ・児童氏名，校長氏名，担任氏名等を入力。児童氏名や性別等いくつかの項目は，
ここに入力すれば他のシートに反映される。 
・個人ファイルに収納しているものは，内容物チェックリストに〇を記入する。 
支援 1（図 2） 保護者からの情報をもとに記入する。 
・児童の住所，保護者氏名等の基本情報を入力。 
・6 年間通して使用するので，加除修正が必要な時だけ朱書きで記入する。 
支援 2－1 年～ 
支援 2－6 年 
（図 3） 
保護者からの情報をもとに記入する。（学年ごとに作成） 
・本人の状況欄は支援が必要な面について記入。 
・支援に対する評価等，引継事項，確認票は年度末に記入。 
・今年度の担任が，次年度分（重点目標，支援内容まで）を記入してから引き継
ぎをする。 
同意書（図 4） ・支援計画を転出先や中学校，関係機関に引き継ぐ際に作成。 
※保護者からの情報をもとに作成。年度末に保護者に開示し，確認票にサインしてもらう。  
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表 2 個別の指導計画各シートの説明 
シート名 内容，記入の仕方等 
指導 1（図 5） ・児童氏名，記入者名等を入力。いくつかの項目は，ここに入力すれば他のシー
トに反映される。 
・『個別の教育支援計画』支援 2 シートの重点目標と支援内容を参考にし，短期
目標と手立て，留意点を記入。学期末に変容・評価と次学期の短期目標と手立
て，留意点を記入。 
・備考，留意事項の欄には，職員だけで共通理解しておくべき内容を記入。 
指導 2（図 6） ・課題になる場面や行動が発生した時に記入する。次年度の担任が参考になる
よう，効果があった支援内容も付加する。 
・関係機関からの情報・指導助言等の欄は該当事項があれば記入。 
指導 3（図 7） ・指導 1，指導 2 シートを参考にし，1 年間の児童の変容を記入。 
・次年度の課題について，該当箇所を記入。この欄を参考にし，『個別の教育支
援計画』支援 2 シートの次年度分（重点目標，支援内容まで）を記入して引き
継ぐ。 
※保護者には開示しない。 
 
 
 
図 1 個別の教育支援計画（表紙）       図 2 個別の教育支援計画（支援 1） 
 
 
 
年 月 日
※「指導１」は特別支援学級在籍児童は学期に1部ずつ、通常学級在籍児童は年間で1部
内容物等チェックリスト
検査結果
支援会議
資料
木田版
チェック
通知表
指導２
指導３
1年 2年 3年 4年 5年
支援１
支援２
各学年
診断書
検査日
指導１
6年
児童
氏名
ふ り が な
支援レベル
4年 5年 6年
個別の教育支援計画・個別の指導計画等
個人ファイル
※通知表は特別支援学級在籍児童のみ、支援会議資料・検査結果・検査日・診断書は該当児童のみ
※「支援１」は適宜加除修正を行う。「支援2」は学年ごとに作成する。
〇〇市立〇〇小学校 平成 年度入学
性別
1年
年度
組
校長名
担任名
2年 3年
平成
生年月日
その他
意見書
児童氏名、性別等を入力すると、
他のシートに反映されます。
支援レベルシートを参照
して記入します。
年度、組、校長名、担
任名を記入します。
職員室棚に保管している「個別の教育支
援計画・指導計画ファイル」の中に、印
刷して入れ込んだら各項目に〇を記入し
ます。また、すでにファイル内にあるも
のについても〇を記入します。
平成 年 月 日
平成 0 年度入学
性 別
0 平成 0 年 0 月 0 日
電話
〒
〒
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
検査年月日検査機関名検査結果
関係機関との連携
関
 
係
 
機
 
関
医療・療育
教育等
地 域
服薬の状況
手 帳 の 有 無
手帳の種類 等級・程度 交付日 再認定期日・再判定時期等
検 査 記 録
検査の名称
通院の状況
診 断 名 等
生育歴・相談歴
診断・医療機関・服薬・通院等
診断年月日診断名 診断機関名
－
家 族 構 成
家 庭 状 況
（続 柄） （　　　） 緊急連絡先
保護者住所
個別の教育支援計画
ふ り が な 生年月日0
0
初回記入年月日
〇〇市立〇〇小学校
支援１
児 童 氏 名
出 身 園 等 幼稚園・保育園 （　　　）
児 童 住 所
保護者氏名 連 絡 先
－
支援内容担当者・支援者期間機関名（連絡先）
連絡機関名や連絡相手、期間、支援内容、所見など、医療機関、療
育機関、福祉機関に係る情報を記入します。
地域のデイサービス利用の詳細、社会体育やスイミング等の習い事
で特別な支援が行われている場合に記入します。
障害者手帳を取得している場合に、保護者からの情報をもとに記入
します。再認定期日・再判定時期等も確実に記入します。
心理検査（WISC-Ⅲ、WISC-Ⅳ、田中ビネー等）やその他の検査結果
について記入します。
児童の基本情報を記入していきます。「出身園等」の欄は、幼稚園ま
たは保育園どちらかを〇で囲みます。
家庭状況については、分かる範囲で記入します。このシートは年度
末に保護者に開示するので、記入には細心の注意を払ってください。
出産時や幼少時で特筆すべき内容、諸機関での相談歴などがあれば記
入します。
児童住所と同じ場合は「同上」と記入します。
診断名がある場合に、診断機関や診断年月日
を記入します。複数ある場合は、診断年が古
い順に記入します。
常時服薬している場合に記入します。発達障害だけでなく、アレル
ギーや喘息等の薬についても、必要に応じて記入します。
定期的に通院している場合、通院先名称
や通院時期について記入します。
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図 3 個別の教育支援計画（支援 2）      図 4 個別の教育支援計画（同意書） 
図 5 個別の指導計画（指導 1）                   図 6 個別の指導計画（指導 2） 
年 組
平成 年 月 日
社会性
行動面
社会性
平成 年度　個別の指導計画（通常学級在籍児童用） 指導１
〇〇市立〇〇小学校 児童氏名
短期目標 変容・評価
学習面
手立て・留意点
行動面
社会性
1
学
期
記入者名 最終記入日
1年間の
目　標
備考・留意事項
３
学
期
学習面
２
学
期
学習面
行動面
「個別の教育支援計画」支援２シートの「重点目標」欄
を参考に、年間の目標を決定します。
決定した「1年間の目
標」から短期目標を
設定します。対象児
童本人の「強み（興
味・関心や得意なこ
となど）を生かし、
苦手を補う」視点が
必要です。
各学期末終了時に記入
します。設定した目標
に対する児童の様子及
び指導内容の妥当性、
指導方法や配慮事項の
有効性を検証して、次
の指導に生かします。
各教科や行事、生活場面
など指導する場面、具体
的な方法や配慮事項など
について記入します。生
活指導員と連携して行う
支援についても記入をし
ます。
学級担任として無理なく、
日々継続して行うことの
できる手立てを考えるこ
とが大切です。
職員間で共通理解しておくべき内容を記入します。このシートは保護
者へ開示しません。児童の様子や保護者の様子でのマイナス面を記入
することも可能です。
年度を記入します。
学年、組を記入します。
児童氏名を記入します。
担任氏名を記入します。
年度初めと各学期末に
記入します。上書き保
存していきます。
具体的な記述（いつ、
どこで、何を、どの
ように）、スモール
ステップを意識した
記述、評価が可能な
記述（条件や基準
値・数値目標等）を
設定することで具体
的な評価がし易くな
ります。
0 年度　個別の指導計画（通常学級在籍児童用）
記入者名 0
指導２平成
関係機関からの
情報・指導助言等
児童氏名 0
月 日 課題になる場面や行動 対応や手立て 児童の様子・変容 所見・備考
課題になる場面や行動が発生した時に記入していきます。次
年度の担任が参考になるよう、効果があった支援内容も付加
して下さい。
シートが1枚では足りない場合は、「シートの保護を解除」
し、「シートのコピー」をして増やして下さい。
巡回相談での助言や関係機関からの情報
など、該当事項があれば記入します。
年度、児童氏名、記入者名は「指導１」シー
トから入力内容を反映していますので、記入
は不要です。
年 月 日
記入者名
転出先
引継事項
社会性
支援内容（記入日） 支援に対する評価等（記入日）
家
庭
学
校
行動面
平成
確認日 担任氏名 保護者氏名
支援２－１年
家庭
本人の状況（学習面、行動面、社会性）
長所・特技・興味・関心のあること 苦手・嫌いなこと
保護者の
願    い
児童氏名 0
本人の
願   い
学
校
学習面
行動面
社会性
重点目標（記入日）
「個別の教育支援計画」確認票
学習面
本人と保護者それぞれの願いについて聞き取
り、記入します。保護者との情報交換を通し
て、合意形成を図ります。
1年間通して重点的に支
援する内容を考え、目標
を決定します。
どのような場面で、だ
れが、どのような指導
を行うかなど、学校全
体で組織的に対応でき
るように、役割分担や
指導・支援・配慮につ
いて記入します。
苦手な部分を補う視点だけでなく、児童本人の良
さや強みを生かす視点が大変重要です。
教育的支援などの成果や課題、共通理解しておくことなど、次
年度への引継事項を記入します。
転出した児童は転出先を、６年生は進学先を記入します。
主に、児童が困っている状況や、支援が必要だと
思われる面について記入します。（３観点全て記
入する必要はありません。）
家庭において、児童が困っている状況や、支援が
必要だと思われることについて記入します。
行った支援について
の評価を記入します。
家庭において行う支援内容ついて、保護者と話し
合って記入します。
年度末に保護者に開示し、「保護者氏名」を記入
してもらい、回収します。
 
 
 
保護者氏名 印
※なお，平成〇年３月３１日までは，【児童氏名】
の「個別の教育支援計画」の写しを貴校で保管する
ことにも同意します。
平成〇年〇月〇日
〇〇市立〇〇小学校
校長　〇〇　〇〇様
児童氏名
引き継ぎに係る　同　意　書
  貴校で作成した【児童氏名】の「個別の教育支援計画」を【学
校・関係機関名】に引き継ぐことに同意します。
　ただし，引き継ぎに際して【学校・関係機関名】へ送付する資料
は，次の事項に限ります。
引き継ぎ資料（具体的に記入）
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年度初めは，前担任が作成したものの加除修正
を行うだけでよいため，「作成に関わる負担は減
った」という効果も担任から聞くことができた。
しかし，作成した個別の指導計画を，日々の支援
に活用していくことがまだまだ不十分であると
思われる。あらかじめ詳細が分かる記入例を作っ
ておき，各担任が作成する段階で，その記入例を
もとにコーディネーターが説明する時間を設け
たり，要支援児童協議会の際に記入する時間を設
定したりというきめ細かな手立てが必要である
と思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7 個別の指導計画（指導 3） 
 
２－２支援が必要な児童の情報共有に関して 
⑴コーディネーターの配置 
昨年度からコーディネーターは 4 名体制で業務を行っていたが，所属する部会が分かれていたの
で，コーディネーターどうしでの話し合いの時間が思うように取れず，業務が円滑に進まないという
課題が見られた。そこで，今年度は 5 名のコーディネーター（主幹教諭 1 名，特別支援学級担任 2
名，通級指導教室担当 1 名，級外 1 名）が同じ部会に所属するようにし，部会の時間により専門的な
内容の話し合いや，全職員への提案等ができるような体制をとっていくこととした（図 8）。 
図 8 部会と構成 
コーディネーターが同じ部会に所属することで，特別支援教育や教育相談についての業務を行う際
の情報共有や，個別の支援ファイルの点検等が円滑にできるようになった。また，部会には学年から
1 人学級担任が入っているので，各学年で支援が必要な児童の情報も把握しやすく，その場でコーデ
ィネーターが助言を行って担任に伝達するということもできるようになったのは成果の一つである。          
当初は部会の時間にコーディネーターだけでの業務を行うことも予定していた。しかし，部会の回
数が限られており，生徒指導や避難訓練等の話し合いも行わなければならず，時間的に難しい時が多
かった。 
たしかな学力部 
（学力向上） 
ゆたかな心部 
（人権教育・道徳） 
すこやかな心部 
（生徒指導・教育相談） 
たくましい心と体部 
（体育・特別活動） 
  特別支援教育 
コーディネーター 
 
0平成 年度　個別の指導計画（通常学級在籍児童用） 指導３
児童氏名 0 記入者名 0
関係機関からの情報
【1年間の児童の変容】
今年度の課題 具体的な変容・支援方法についての評価
【次年度へ向けて】
考えられる次の課題 次年度への引継ぎ事項
年度、児童氏名、記入者名は「指導１」シー
トから入力内容を反映していますので、記入
は不要です。
指導1、指導２シートを参考にし、1年間の児
童の変容を記入します。
1年間の児童の変容を受けて、今後考えられる課題、引継事項
などについて、該当箇所を記入します。
この欄を参考にし、『個別の教育支援計画』支援２シートの次
年度分（重点目標、支援内容まで）を記入して引き継ぎます。
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表 3 コーディネーターの業務の分担 
担当者【今年度の担当者】 主な業務内容 
主幹教諭【主幹教諭】 ・校内委員会の企画・運営 
・文書，報告書等の作成，発送等 
・市教育委員会との連絡・調整 
（特別支援教育支援員の配置に係る書類作成） 
特別支援学級担任 
【特別支援学級担任 2 名】 
・特別支援学校との連絡・調整（巡回相談の要請・運営） 
・支援会議の計画，実施に係ること 
（教育相談に関わることも含めて統括して行う） 
・個別の指導計画や支援計画の作成依頼・保管 
・保護者からの相談窓口 
通級指導教室担当（または級
外）【級外】 
・個別の指導計画や支援計画の作成補助・点検 
・支援レベルシートの作成，加除修正の依頼，点検 
・校内研修の企画，運営 
養護教諭（または教育相談担
当）【通級指導教室担当（教
育相談兼務）】 
・相談室との連絡・調整 
・スクールカウンセラ （ー以下，ＳＣ）やスクールソーシャルワーカ （ー以
下，ＳＳＷ）との連携に係ること，ＳＣとＳＳＷの評価報告書作成 
・「心のアンケート」の準備と実施，集計 
 
⑵ケース会議，要支援児童協議会 
支援が必要な児童についての会議の名称を「ケース会議」とし，管理職，学級担任，コーディネー
ター，教育相談担当，養護教諭，必要に応じてＳＣやＳＳＷ，学習支援員，生活指導員も参加して，
児童の状況や支援の方針について話し合う場を設定した。また，これまで生徒指導協議会として，生
活目標の反省や支援が必要な児童の情報共有を行ってきたが，今年度は生徒指導協議会とは別日に要
支援児童の共通理解を図る会を行うこととした。名称を「要支援児童協議会」とし，早急に共通理解
が必要と思われる児童を絞って，現状と支援方針等を全職員で情報共有を図る場とすることにした。 
  
 
 
 
 
図 9 会議の内容，変更点 
 
所属校は大規模校で，特別な支援が必要な児童についてのケース会議の回数も多かったため，会議
に参加することは時間的に大変だったのだが，特別支援や教育相談，ＳＣやＳＳＷからの助言等，多
面的な視点から今後の支援方針を考えていくことができるようになり，かつ有効な支援に確実につな
がっていると感じている。 
要支援児童協議会では，教室に入れない児童や相談室で過ごしている児童の現状や支援について，
全職員が情報を共有して対応にあたるための場となっている。定例で開催し，部会内で事前に話し合
いを行い，資料の準備も分担して行うことができている。学級担任からも他の学年や学級の児童の様
子が把握でき，声かけもしやすくなったという話を聞いた。児童数が多いだけに，どの児童を要支援
児童協議会で取り上げるのかの選定が難しく，学級担任や学年主任からだけではなく，管理職や生活
指導員，ＳＣやＳＳＷからもより詳しく情報収集していく必要がある。 
昨年度  今年度 
支援会議（主に特別支援） 
ケース会議（主に教育相談） 
ケース会議に統一 
生徒指導協議会（毎月第 3 水曜日） 
 生徒指導協議会（毎月第 1 火曜） 
要支援児童協議会（毎月第 2 火曜） 
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⑶支援レベルシート 
表 4 支援レベルシート 
 
支援が必要な児童を学年ごとに一覧表にした「支援レベルシート（日野，2017）」を使用した。特別
支援学級在籍児や通級指導教室に通っている児童については支援レベルを３とし，担任と生活指導員，
または担任と学習支援員などの複数体制で支援が必要な児童については支援レベルを２，担任だけで
支援を行っている児童はレベル 1 とした。ただ，レベル 1 の児童でも複数の教員が支援していく必要
がある児童も少なからずいるため，支援レベルについては学年の担任どうしで話し合い，決定してい
く時間を夏季休業中に設定した。年度末にも支援レベルシートの見直しを行う予定である。 
 
２－３．特別支援教育の校内資源の整備について 
表 5 特別支援教育関連教材，教具一覧表 
 
校内にある特別支援教育関連の資源を有効活用できるよう，特別支援学級や通級指導教室で使用し
ている教具やプリント等の教材，職員室にある書籍について，使い方を調べて写真を撮り，一覧表の
作成を行った。特別支援学級担任からは教材等は少ないと聞いていたのだが，集約してみると意外と
多く，あまり使われずに埋もれていたものもあった。集約していく過程で，多くの職員が教材や教具
を目にする機会が増え，特別支援学級で使用されなくなった教材を，通常学級で支援が必要な児童の
ために再利用することにもつながった。今後，特別支援学級担任や，コーディネーターにも話を聞き，
どのようなときに使っているか，対象はどのような特性の児童なのか等についても調べ，一覧表に加
えていく必要がある。 
 
性別
支援内容 要望書
1 ○○ ○○ さがまるまる 女
聞くのが苦手
で定着に時間
がかかる
行事では特
にテンション
が上がる
3 国(作文)・算 ADHD
WISCⅢ
F：
V：
P：
2 △△　△△ ふくおかさんかく 男
○
書きが苦手
○
離席有り
○
休み時間一
人
○
アトピー重
多子 3 国(作文)・算
５月
１月
３年～SCにMが相談
登校時保健室に寄
る
ASD
□□と別ク
ラスにする
課題 備考
その他社会性 身体的 支援学級 通級
その他
(ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ･
保健室等）
要支援児童一覧名簿（H29年度）　第（　）学年                                                                             
支援
生活指導員
番
号
組
漢字 ふりがな 男･女 学習面 行動面
名前
診断名 心理検査 その他
レベル
家庭環境
種類 名 称
数
量
画像 保管場所 備 考
1 教材
発達障害のある子どもの視
覚認知トレーニング
1 職員室棚
課題プリントとトレーニング
ソフトが入ったCD付き
2 教具
SSTボードゲーム上級生用フレ
ンドシップアドベンチャー
1 通級指導教室
質問カードに答えながら島巡りをして
宝物を集める。自分の気持ちや意見を
述べる形になっている。
3 教具 子ども向けアンゲーム 1 通級指導教室
用意された質問に答えていく簡
単なルールで、勝敗がない自己
表現ゲーム
4 教具 漢字博士№1 6
特別支援学級
通級指導教室
120もの「偏（へん）」と「旁（つく
り）」のカードを組み合わせて、漢字
を作るカードゲーム
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２－４．外部機関との連携，保護者への広報に関して 
特別支援教育や外部機関との連携などについて広報するため，「特別支援教育だより」を 1 学期末に
発行した。内容は，校内支援体制について，児童の情報共有の場である要支援児童協議会やケース会
議などの学校全体で取り組んでいること，チームティーチングでの指導やユニバーサルデザインによ
る分かりやすい授業など通常学級で取り組んでいること，特別支援学級や相談室などの個別の場で取
り組んでいることを分けて紹介した（図 10）。 
学校長の意向により学校だよりに掲載することとなったので，多くの保護者や地域の方にも配布さ
れた。第 2 号はＳＣやＳＳＷにも原稿を依頼し，業務内容の紹介や教育相談に関する話題提示などを
載せる予定である。 
保護者や地域住民などに，特別支援教育についての理解を深めてもらうための手立ての 1 つであっ
たが，定期的に発行することやどのようなトピックを掲載したほうが良いのかを見極めることが難し
かった。また，特別支援教育に関して職員の意識や知識量にも個人差があるので，今後は職員への情
報提供が必要であろう。 
図 10 学校だよりに掲載した校内支援体制の模式図 
 
２－５．実践効果の検証 
実践校の職員に対して，アンケートを 4 月と 10 月の 2 回実施した。アンケートの回収率は 1 回目
73％，2 回目 73％で，2 回とも回答した職員は 20 名（回収率 49％）である。アンケートは，以下の 5
つのパートに分け，各設問 4 段階で評価し，それぞれについて自由記述欄も設けた。 
Ⅰ．校内の支援体制について 
Ⅱ．個別の教育支援計画，個別の指導計画について  
Ⅲ．情報の共有について 
Ⅳ．理解啓発について 
Ⅴ．環境整備・業務について 
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２－６．結果と考察 
アンケートを 2 回とも回答した 20 名分を集計した。1 回目と 2 回目の平均値の差を比較するために
対応のあるｔ検定を行った。分析の結果，Ⅰ-2，Ⅱ-4，Ⅲ-1，Ⅲ-2，Ⅳ-3，Ⅴ-2 において有意差があり，
いずれも 2 回目が 1 回目よりも高い得点となった（表 6）。 
Ⅰ-2「特別な支援が必要な児童について，その支援策をコーディネーターに相談することができて
いる。」に関して有意差が見られた要因の一つは，今年度，主幹教諭，特別支援学級担任，通級指導教
室担当（教育相談担当も兼務），級外で 5 名のコーディネーターがおり，複数指名されていることが考
えられる。支援が必要な児童についての会議＝ケース会議には，必ず 2 人以上のコーディネーターが
参加し，司会進行や支援についての助言等を行っており，学級担任にとっての相談の場ともなってい
た。また，通級指導教室に入級している児童の学級担任は，通級指導教室担当と支援内容や学習の進
捗状況等について情報交換を行っている。その際に，学級での児童の様子を伝え，同時に指導・支援
方法で悩んでいること，行き詰まっていることなどを相談することも多いようである。  
Ⅱ-4「木田版チェックリストは個別の指導計画を作成する際に役に立っている。」に関して有意差が
見られた要因の一つは，プロフィール結果がグラフと文章で分かりやすく示されることで，児童のつ
まずきやどんなことに困難さを抱えているのかが明確になるためであろう。木田版チェックリストは
5 月と 12 月の年 2 回入力を行い，児童の変容を把握することができるため，個別の指導計画で設定し
た短期目標や支援方法などが有効だったかどうかを，学級担任が振り返ることができる重要な資料と
なっている。その振り返りを生かし，学級担任が個別の指導計画の作成に役立てていると考えられる。 
Ⅲ-1「生徒指導協議会（5 月以降は要支援児童協議会）では，支援が必要な児童の情報を，全職員で
共有することができている。」に関して有意差が見られた要因は，２－２⑵で前述した要支援児童協議
会の内容を変更したことの成果が大きいと考えられる。昨年度は生徒指導協議会の中で，全職員で共
通理解しておくべき要支援の児童の状況報告を行っていたのだが，各学年から複数名出され，時間的
にも限られていたし，大人数報告をされても結局把握できないままということも多かった。今年度新
設した要支援児童協議会では，事前にコーディネーターが部会の中で各学年の担任から情報を集め，
対象児童を把握して優先順位をつけて状況報告を行うようにした。また，状況報告だけではなく，支
援方針の確認も併せて行っていったことが，情報の共有の一助になっていたと言えよう。  
Ⅲ-2「支援が必要な児童についての情報を，学年間で共有することができている。」に関して有意差
が見られた要因の一つは，２－２⑶で前述した支援レベルシートが有効だったと言えるだろう。支援
レベルシートは，支援が必要な児童をその学年の担任全員が把握し，学年全体で共通の支援を行って
いくための重要な資料となったと考えられる。今後は，管理職やコーディネーターが，どの児童にど
のような支援が必要かを知るためや，生活指導員配置や特別支援教育に関する教育委員会訪問の際に
も資料として有効活用できるものと推察される。 
Ⅳ-3「保護者や地域住民に対して，特別支援教育に関する理解啓発が進められている。」に関して有
意差が見られた要因は，自由記述欄で挙げられていた県教委やＡ市から学校を通じて配布されたパン
フレットや人権教室への参観案内などが考えられる。県教委作成のパンフレットは「知ってほしい発
達障害のこと」というタイトルで，発達障害の特性や原因，コーディネーターに相談を呼びかける内
容が掲載されていた。Ａ市作成のパンフレットには，Ａ市の 0 歳から 15 歳までの特別支援教育につ
いて，重点取り組みや就学相談，通級指導教室の説明，保護者が相談することができる関係機関の紹
介などの内容となっていた。また，実践校は人権コンサートや中学校生徒会による劇などの人権教室
が充実しており，特別支援教育に関連する内容も行われている。その人権教室に保護者や地域住民へ 
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表 6 設問内容と集計結果 
設問
番号 
設 問 内 容 
平均値（標準偏差） 
ｔ値 
1 回目 2 回目 
Ⅰ-1 校内の支援体制が整っている。 
2.70 
（.64） 
2.74 
（.54） 
.44 
Ⅰ-2 
特別な支援が必要な児童について，その支援策をコーディネ
ーターに相談することができている。 
2.61 
（.58） 
2.87 
（.55） 
2.02† 
Ⅰ-3 
特別な支援が必要な児童について，その支援策を管理職に相
談することができている。 
3.04 
（.56） 
3.00 
（.67） 
.32 
Ⅰ-4 必要に応じて校内の支援会議が行われている。 
2.91 
（.75） 
3.18 
（.73） 
1.67 
Ⅰ-5 
校内の支援会議は，今後の支援の方向性を決める有意義なも
のになっている。 
2.91 
（.53） 
2.95 
（.58） 
.33 
Ⅰ-6 緊急時に学級担任をサポートする体制ができている。 
2.83 
（.72） 
2.91 
（.67） 
.70 
Ⅱ-1 
個別の教育支援計画は，児童の実態を把握するのに役立って
いる。 
3.00 
（.71） 
2.88 
（.60） 
1.00 
Ⅱ-2 
個別の教育支援計画は，次年度や転出・進学の際に引き継ぐた
めの資料として活用されている。 
2.76 
（.83） 
2.94 
（.56） 
1.14 
Ⅱ-3 
個別の指導計画を作成することで，指導の見通しが立ってい
る。 
2.82 
（.53） 
2.88 
（.60） 
0.44 
Ⅱ-4 
木田版チェックリストは個別の指導計画を作成する際に役に
立っている。 
2.65 
（.70） 
2.94 
（.56） 
2.06† 
Ⅱ-5 個別の教育支援計画は，作成の労力に見合った効果がある。 
2.44 
（.51） 
2.56 
（.51） 
1.00 
Ⅱ-6 個別の指導計画は，作成の労力に見合った効果がある。 
2.56 
（.51） 
2.63 
（.50） 
0.57 
Ⅲ-1 
生徒指導協議会（5 月以降は要支援児童協議会）では，支援が
必要な児童の情報を，全職員で共有することができている。 
2.60 
（.50） 
3.20 
（.52） 
3.94＊ 
Ⅲ-2 
支援が必要な児童についての情報を，学年間で共有すること
ができている。 
2.95 
（.67） 
3.24 
（.62） 
2.03† 
Ⅲ-3 
支援が必要な児童についての情報を，担任と該当児童の保護
者との間で共有することができている。 
2.80 
（.62） 
2.95 
（.69） 
1.37 
Ⅲ-4 
支援が必要な児童について，学校と連携する外部機関（教育セ
ンター，児童相談所，医療機関等）からの情報が共有されてい
る。 
2.30 
（.47） 
2.50 
（.69） 
1.45 
Ⅳ-1 
児童に対して，特別支援教育に関する理解を促す手立てがと
られている。 
2.76 
（.63） 
2.81 
（.51） 
0.44 
Ⅳ-2 
教職員に対して，特別支援教育に関する理解啓発が進められ
ている。 
2.95 
（.38） 
3.04 
（.59） 
0.81 
Ⅳ-3 
保護者や地域住民に対して，特別支援教育に関する理解啓発
が進められている。 
2.24 
（.54） 
2.47 
（.60） 
2.02† 
Ⅴ-1 
特別支援教育の関連図書や資料，教材等を活用できる環境が
整っている。 
2.33 
（.58） 
2.38 
（.50） 
0.33 
Ⅴ-2 
特別支援教育の業務（支援計画・指導計画の作成，市教委への
提出文書等）について，1 年間の見通しをもって取り組むこと
ができている。 
2.29 
（.56） 
2.71 
（.72） 
2.01† 
注）＊p ＜ .05，†p ＜ .10 
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参観の案内を行っていることが，特別支援教育の啓発につながっていると考えられる。そして，筆者
が作成した特別支援教育だよりが校長の意向で学校だよりに掲載され，多くの保護者や地域の方に配
布されたことも，有意差が見られた要因の一つになっていると窺える。 
Ⅴ-2「特別支援教育の業務（支援計画・指導計画の作成，市教委への提出文書等）について，1 年間
の見通しをもって取り組むことができている。」に関して，個別の教育支援計画や個別の指導計画につ
いては，主に特別支援学級担任のコーディネーターから，作成依頼や作成上の注意点，提出締め切り
等が職員連絡会や要支援児童協議会で伝達された。また，主幹教諭のコーディネーターからは，市教
委への提出文書の内容や提出締め切り，心理検査や医療機関での診断をいつ頃までにしておく必要が
あるのか，学期に 2～3 回文書や口頭で連絡された。ケース会議でも，通級指導教室の継続の意思の有
無や，中学進学に向けての進路の決定などをいつ頃までに確認すればよいのか，そして通級指導教室
の継続や中学校での特別支援学級入級に伴う提出文書の準備の時期などを，コーディネーターから学
級担任や保護者に伝える機会となっていた。このようなコーディネーターによる職員への広報が，有
意差が見られた要因になっていると言えよう。 
 
３．実践の成果と課題 
３－１．成果 
今回の実践では，従来あった校内支援体制の「形式」的な面をより効果的に運用するため，「質」的
な面についての改善を行ってきた。要支援児童協議会を定例化し，支援レベルシートを活用したこと
で，支援が必要な児童の情報の共有と支援策の共通理解が深まり，学級担任だけで対応するのではな
く学年全体，必要に応じて全職員で支援を行っていこうとする意識が見られたことは大きな成果であ
る。これまで，様々な職員が思い思いに支援を行っていたが，共通理解のもと同じ意識・方向性を持
って支援にあたることができ，点で行っていた支援が線で繋がり，その線が徐々に太くなっているの
を感じた。 
さらに，複数のコーディネーターが分担して業務を行うことで，少しではあるが学級担任への助言
や支援を行う時間的な余裕が生まれたと考えられる。学級担任にとっては，コーディネーターに相談
して支援策のヒントを得たり，個別の教育支援計画や個別の指導計画作成のための時間が短縮したり
したことで，支援を行う際の心理的な面での負担の軽減につながったとも考えられる。また，ＳＣや
ＳＳＷがケース会議に参加し，専門的な視点から助言を行ったり，面談や家庭訪問をして学校と家庭・
保護者を繋ぐ役割を担ったりしながら，多面的に支援を行うことも増えてきている。 
 
３－２．課題と展望 
要支援児童協議会で支援が必要な児童の情報共有は進んできたが，職員へのアンケートの自由記述
欄にも「情報の共有よりも解決策の共有，指導基準の共通理解が必要」とあり，これは教室に入れな
い児童への支援をどう行っていくか，授業中に教室から出てしまう児童への指導基準を明確にすべき
であるという意味も含まれた意見である。また，「フリーな立場で支援にあたることができる人材の確
保が必要」「人員の配置が必要」という意見も多く見られた。これも，主に相談室で過ごしている児童
への対応に視点をあてた意見である。現在，相談室には不登校の児童を支援するための職員は配置さ
れているが，教室に入れない児童を支援するための職員は配置されていない状況である。実践校では，
管理職とコーディネーター，さらには空き時間の職員が支援を行うことで対応したのだが，効果的な
支援を安定的に継続できないことが問題であったと考えられる。 
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今後の展望としては，専門的知識が豊富なＳＣやＳＳＷから支援策に関する助言を受ける機会を増
やしてより効果的な支援策を考え，全職員で共有していくことが望まれる。また，人員を増やすこと
は容易ではないため，現職員の人材配置に関して，生活指導員の時間割作成を工夫して継続した支援
を行うことができるようにしたり，管理職とコーディネーターが連携して人材の活用法を探ったりし
ながら，より効果的な相談室の体制を構築していくことも望まれる。 
児童の学習を保証し，児童が安心して学校生活を送ることができるよう，今後も校内支援体制に関
する取り組みを続け，さらによりよいものにしていきたい。 
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